
JP 6624103 B2 2019.12.25

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で、
Ｃ：０．０２～０．０８％、Ｓｉ：０．５％以下、
Ｍｎ：０．８～２．０％、Ｐ：０．０２５％以下、
Ｓ：０．００５％以下、Ａｌ：０．００５～０．１０％、
Ｎ：０．００５％以下、Ｎｂ：０．０６６～０．１０％、
Ｔｉ：０．００５～０．０５％、Ｃａ：０．０００５～０．００５％、
Ｏ：０．００５％以下を含有し、残部Ｆｅおよび不可避的不純物からなる成分組成を有し
、
　鋼組織が、平均粒径５．０μｍ以下のベイニティックフェライト単相からなり、
引張強さＴＳが６４０ＭＰａ以上であり、ＣＴＯＤ試験で－１０℃での限界開口変位量δ
ｃが０．２５ｍｍ以上であることを特徴とする高強度熱延鋼板。
【請求項２】
　前記成分組成に加えてさらに、質量％で、Ｃｕ：０．００５～０．５％、Ｎｉ：０．０
０５～０．５％、Ｃｒ：０．００５～０．５％、Ｍｏ：０．００５～０．５％およびＶ：
０．００５～０．３％から選択される１種または２種以上を含有することを特徴とする請
求項１に記載の高強度熱延鋼板。
【請求項３】
　鋼素材に、粗圧延を施しシートバーとする粗圧延工程と、該シートバーに仕上圧延を施
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し熱延板とする仕上圧延工程と、該熱延板を冷却する仕上圧延後冷却工程と、仕上圧延後
冷却工程の後に巻き取る巻取工程とをこの順に施して熱延鋼板とするにあたり、
　前記鋼素材を、請求項１または２に記載の成分組成を有する鋼素材とし、
　前記粗圧延工程が、鋼素材を加熱した後、粗圧延を施す第一粗圧延工程と、第一粗圧延
工程後に、表面温度で平均冷却速度：５０℃／ｓ以上となる冷却速度でＡｒ３変態点以下
の温度に達するまで急冷した後、該急冷を停止する粗圧延冷却工程と、粗圧延冷却工程後
に、９３０℃以下の未再結晶オーステナイト域で粗圧延を１パス以上５パス以下施しシー
トバーとする第二粗圧延工程とを有し、
　前記第二粗圧延工程および前記仕上圧延工程における９３０℃以下の未再結晶オーステ
ナイト域での全圧下率が６５％以上であり、
　前記仕上圧延後冷却工程が、前記熱延板を板厚中心で平均冷却速度：２０℃／ｓ以上と
なる冷却速度で冷却することを特徴とする、鋼組織が、平均粒径５．０μｍ以下のベイニ
ティックフェライト単相からなり、引張強さＴＳが６４０ＭＰａ以上であり、ＣＴＯＤ試
験で－１０℃での限界開口変位量δｃが０．２５ｍｍ以上である高強度熱延鋼板の製造方
法。
【請求項４】
　前記巻取工程が、巻取り温度：３５０～７００℃で巻取り、巻取り完了後、コイル中央
部で平均冷却速度が５～２０℃／ｈとなる冷却速度で冷却することを特徴とする請求項３
に記載の高強度熱延鋼板の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、表面品質、延性亀裂伝播停止特性および低温靱性に優れた高強度熱延鋼板お
よびその製造方法に関し、特にラインパイプ向け高強度電縫鋼管および高強度スパイラル
鋼管の用途に供して好適な高強度鋼板に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、石油危機以来の原油の高騰や、エネルギー供給源の多様化の要求などから、北海
、カナダ、アラスカ等のような極寒地での石油、天然ガスの採掘およびパイプラインの敷
設が活発に行われるようになっている。さらに、パイプラインにおいては、天然ガスやオ
イルの輸送効率向上のため、大径で高圧操業を行う傾向となっている。パイプラインの高
圧操業に耐えるため、輸送管（ラインパイプ）は厚肉の鋼管とする必要があり、厚鋼板を
素材とするＵＯＥ鋼管が使用されるようになってきている。しかし、最近では、パイプラ
インの施工コストの更なる低減という強い要望にしたがい、鋼管の材料コスト低減の要求
も強く、輸送管として、厚鋼板を素材とするＵＯＥ鋼管に代わり、生産性が高くより安価
な、コイル形状の熱延鋼板（熱延鋼帯）を素材とした高強度電縫鋼管、あるいは高強度ス
パイラル鋼管が用いられるようになってきた。
【０００３】
　これら高強度鋼管には、ラインパイプの破壊を防止する観点から、同時に優れた低温靭
性を保持することが要求されている。このような強度と靭性とを兼備した鋼管を製造する
ために、鋼管素材である鋼板では、熱間圧延（熱延）後の加速冷却を利用した変態強化や
、Ｎｂ、Ｖ、Ｔｉ等の合金元素の析出物を利用した析出強化等による高強度化と、制御圧
延等を利用した組織の微細化等による高靭性化が図られてきた。また、さらに最近は、極
寒地用の鋼管に対しては、パイプラインのバースト破壊を防止する観点から、破壊靭性、
特に優れたＣＴＯＤ特性（延性亀裂伝播停止特性）および優れたＤＷＴＴ特性（低温靱性
）を具備することが要求される場合がある。
【０００４】
　このような要求に対し、例えば特許文献１には、重量％で、Ｃ：０．０５～０．１２％
、Ｃａ：０．００２０～０．００６０％を含み、Ｓｉ、Ｍｎ、Ａｌ、Ｐ、Ｓを適正量調整
して含む連鋳製スラブに、９５０℃以下で１０～５０％の圧下を行い、引続き表面の冷却
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速度が２℃／ｓ以上で表面温度がＡｒ３以下の温度になるまで冷却し、２５０ｓ未満の復
熱後、未再結晶領域にて５０％以上の圧延を行い、７２０～８２０℃の範囲で圧延を終了
し、引続いて平均冷却速度５～３０℃／ｓで冷却した後、４００～６００℃の範囲で巻取
る高靭性耐サワー鋼管用ホットコイルの製造方法が開示されている。特許文献１に記載さ
れた技術によれば、耐ＨＩＣ特性と低温靭性の両特性に優れたホットコイルが製造でき、
寒冷地でのラインパイプの製造が可能となるとしている。
【０００５】
　また、特許文献２には、重量％で、Ｃ：０．０１～０．２０％を含み、Ｓｉ、Ｍｎ、Ａ
ｌ、Ｎを適正量含有する鋼片を、Ａｃ３変態点以上１２５０℃以下に加熱し、９００℃以
上の温度での累積圧下率が１０～８０％の粗圧延を行ったのち、２～４０℃／ｓの加速冷
却を、該冷却速度におけるＡｒ３変態点＋５０℃～Ａｒ３変態点－５０℃まで行って、加
速冷却後、累積圧下率３０～９０％の仕上げ圧延を６５０℃以上で終了し、さらに仕上げ
圧延終了後、５～４０℃／ｓの冷却速度で２０～４５０℃まで再び加速冷却する低温靭性
に優れた低降伏比高張力鋼材の製造方法が記載されている。特許文献２に記載された技術
によれば、複雑な熱処理工程を必要とすることなく、低降伏比と、優れた低温靭性とを両
立させた熱延鋼板を製造することができるとしている。
【０００６】
　また、特許文献３には、質量百分率でＣ：０．０１～０．１０％、Ｎｂ：０．０１～０
．１％を含み、Ｓｉ、Ｍｎ、Ｐ、Ｓ、Ｎを適正量含み、かつＭｎ／Ｓｉ：５～８を満足す
るように調整した鋼片に、１１００℃以上で行う最初の圧下率：１５～３０％、１０００
℃以上での合計圧下率：６０％以上、最終圧延の圧下率：１５～３０％の条件下で粗圧延
を行い、５℃／ｓ以上の冷却速度で鋼板表層部をＡｒ３点以下まで冷却し、復熱または強
制加熱により、表層部の温度が（Ａｃ３－４０℃）～（Ａｃ３＋４０℃）となった時点で
仕上圧延を開始し、９５０℃以下の合計圧下率：６０％以上の条件で仕上圧延を終了し、
ついで２ｓ以内に冷却を開始し、１０℃／ｓ以上の速度で６００℃以下まで冷却し、６０
０～３５０℃の範囲で巻き取る低温靭性及び溶接性に優れた高強度電縫鋼管用熱延鋼板の
製造方法が開示されている。特許文献３に記載された技術によれば、高価な合金元素を添
加することなく、また鋼管全体を熱処理する必要なしに、低温靭性および溶接性に優れた
高強度電縫鋼管を製造することができるとしている。
【０００７】
　また、特許文献４には、質量％で、Ｃ：０．０２～０．０８％、Ｓｉ：０．５％以下、
Ｍｎ：０．８～１．８％、Ｐ：０．０２５％以下、Ｓ：０．００５％以下、Ａｌ：０．０
０５～０．１０％、Ｎ：０．００５％以下、Ｎｂ：０．０３～０．１０％、Ｔｉ：０．０
０５～０．０５％を含み、残部Ｆｅおよび不可避的不純物からなる組成を有する鋼素材に
、粗圧延を施しシートバーとする粗圧延工程と、該シートバーに仕上圧延を施し熱延板と
する仕上圧延工程と、該熱延板を巻き取る巻取工程とを順次施す熱延鋼板の製造方法にお
いて、前記粗圧延工程後で、前記仕上圧延工程前に、前記シートバーに、表層部を５０℃
／ｓ以上の冷却速度でＡｒ３変態点以下の温度に達するまで急冷する加速冷却を施したの
ち、該加速冷却を停止し、しかる後に、前記仕上圧延工程における仕上圧延を、１パス当
たりの圧下率が（１．１×一様伸び）％以下（ここで、一様伸び：９５０℃まで加熱した
のちＡｒ３変態点以下まで冷却し、ついで９５０℃まで再加熱して高温引張試験を行った
ときに、得られた応力－歪曲線における一様伸び値（％））である圧延とすることを特徴
とする、引張強さＴＳが４９０ＭＰａ以上で、深さ１００μｍ以上の表面割れがない表面
品質に優れ、ＣＴＯＤ試験で－１０℃での限界開口変位量δｃが０．２５ｍｍ以上である
延性亀裂伝播停止特性に優れる熱延鋼板が製造できるとしている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平７－２６８４６７号公報
【特許文献２】特開平１０－３０６３１６号公報
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【特許文献３】特開２００１－２０７２２０号公報
【特許文献４】特開２０１３－４７３９２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかし、特許文献１に記載された技術で製造された熱延鋼板では、耐ＨＩＣ特性の向上
は顕著であるが、ＤＷＴＴ特性やＣＴＯＤ特性の向上は顕著ではなく、さらに表面割れが
発生する場合があるという問題があった。また、特許文献１に記載された技術では、未再
結晶領域における圧下率を８５％以上と極めて大きくする必要があり、圧延機に過大な負
荷がかかるうえ、厚肉製品の製造が難しいなどの問題もあった。また、特許文献２および
特許文献３に記載された技術で製造された熱延鋼板では、表面割れが多発する場合がある
という問題があった。また、特許文献４に記載された技術で製造された熱延鋼板では、低
温靱性の向上が不十分であり、引張強さＴＳも低く、ＴＳ６４０ＭＰａ以上の高強度熱延
鋼板にしようとすると低温靱性が不十分であるという問題があった。
【００１０】
　本発明はかかる事情に鑑みてなされたものであって、表面品質、延性亀裂伝播停止特性
および低温靭性に優れた高強度熱延鋼板およびその製造方法を提供することを目的とする
。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明者らは、上記した課題を達成するために、表面品質、延性亀裂伝播停止特性およ
び低温靭性に及ぼす各種要因について鋭意研究を重ねた。その結果、表面品質、延性亀裂
伝播停止特性および低温靭性に優れた高強度熱延鋼板は、所定の成分組成を有するととも
に、鋼組織が、平均粒径５．０μｍ以下のベイニティックフェライト単相からなり、引張
強さＴＳが６４０ＭＰａ以上であることを知見した。
【００１２】
　また、本発明者らは、表面割れ等の表面欠陥は、優れた延性亀裂伝播停止特性および低
温靭性（低温での高靭性）を確保するために低温圧延を指向したことによって生じた、表
層部の過冷却による延性の低下や、表層部への過大な圧下による粒界フェライトの割れに
、その主因があることを突き止めた。そして、優れた延性亀裂伝播停止特性および低温靭
性を有する高強度熱延鋼板を得るためには、被圧延材の温度を高靭化に有効な温度域に冷
却した後、所定範囲の圧下を施す粗圧延および仕上圧延を行うことが肝要であり、そのた
めに、粗圧延と仕上圧延とを有する熱間圧延において、粗圧延の途中で所定の加速冷却（
急冷）を施すことが有効であることを知見した。
【００１３】
　本発明は、上記した知見に基づき、さらに詳細な検討を加えて完成されたものである。
すなわち、本発明の要旨は次の通りである。
【００１４】
　［１］　質量％で、
　Ｃ：０．０２～０．０８％、　　　　　　　　Ｓｉ：０．５％以下、
　Ｍｎ：０．８～２．０％、　　　　　　　　　Ｐ：０．０２５％以下、
　Ｓ：０．００５％以下、　　　　　　　　　　Ａｌ：０．００５～０．１０％、
　Ｎ：０．００５％以下、　　　　　　　　　　Ｎｂ：０．０３～０．１０％、
　Ｔｉ：０．００５～０．０５％、　　　　　　Ｃａ：０．０００５～０．００５％、
　Ｏ：０．００５％以下
を含有し、残部Ｆｅおよび不可避的不純物からなる成分組成を有し、
　鋼組織が、平均粒径５．０μｍ以下のベイニティックフェライト単相からなり、
　引張強さＴＳが６４０ＭＰａ以上であることを特徴とする高強度熱延鋼板。
【００１５】
　［２］　前記成分組成に加えてさらに、質量％で、Ｃｕ：０．００５～０．５％、Ｎｉ
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：０．００５～０．５％、Ｃｒ：０．００５～０．５％、Ｍｏ：０．００５～０．５％お
よびＶ：０．００５～０．３％から選択される１種または２種以上を含有することを特徴
とする前記［１］に記載の高強度熱延鋼板。
【００１６】
　［３］　鋼素材に、粗圧延を施しシートバーとする粗圧延工程と、該シートバーに仕上
圧延を施し熱延板とする仕上圧延工程と、該熱延板を冷却する仕上圧延後冷却工程と、仕
上圧延後冷却工程の後に巻き取る巻取工程とをこの順に施して熱延鋼板とするにあたり、
　前記鋼素材を、前記［１］または［２］に記載の成分組成を有する鋼素材とし、
　前記粗圧延工程が、鋼素材を加熱した後、粗圧延を施す第一粗圧延工程と、第一粗圧延
工程後に、表面温度で平均冷却速度：５０℃／ｓ以上となる冷却速度でＡｒ３変態点以下
の温度に達するまで急冷した後、該急冷を停止する粗圧延冷却工程と、粗圧延冷却工程後
に、９３０℃以下の未再結晶オーステナイト域で粗圧延を１パス以上５パス以下施しシー
トバーとする第二粗圧延工程とを有し、
　前記第二粗圧延工程および前記仕上圧延工程における９３０℃以下の未再結晶オーステ
ナイト域での全圧下率が６５％以上であり、
　前記仕上圧延後冷却工程が、前記熱延板を板厚中心で平均冷却速度：２０℃／ｓ以上と
なる冷却速度で冷却することを特徴とする高強度熱延鋼板の製造方法。
【００１７】
　［４］　前記巻取工程が、巻取り温度：３５０～７００℃で巻取り、巻取り完了後、コ
イル中央部で平均冷却速度が５～２０℃／ｈとなる冷却速度で冷却することを特徴とする
前記［３］に記載の高強度熱延鋼板の製造方法。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によれば、表面割れ等の表面欠陥の発生がなく表面品質に優れ、しかも延性亀裂
伝播停止特性および低温靭性に優れた高強度熱延鋼板、具体的には、引張強さＴＳが６４
０ＭＰａ以上で、深さ１００μｍ以上の表面割れがなく、ＣＴＯＤ試験で－１０℃での限
界開口変位量δｃが０．２５ｍｍ以上であり、ＤＷＴＴ８５％ＳＡＴＴが－２５℃以下で
ある熱延鋼板を提供することができる。このような高強度熱延鋼板は、本発明の高強度鋼
板の製造方法によって、容易にかつ生産性高く製造でき、さらには、表面欠陥の生じやす
い低温大気圧下の圧延を施して製造されても、表面割れ等の表面欠陥の発生がなく表面品
質に優れる。したがって、産業上格段の効果を奏する。また、鋼管の材料コストを低減で
きるため、パイプラインの施工コストの更なる低減が可能となる。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　本発明の熱延鋼板は、質量％で、Ｃ：０．０２～０．０８％、Ｓｉ：０．５％以下、Ｍ
ｎ：０．８～２．０％、Ｐ：０．０２５％以下、Ｓ：０．００５％以下、Ａｌ：０．００
５～０．１０％、Ｎ：０．００５％以下、Ｎｂ：０．０３～０．１０％、Ｔｉ：０．００
５～０．０５％、Ｃａ：０．０００５～０．００５％、Ｏ：０．００５％以下を含有し、
残部Ｆｅおよび不可避的不純物からなる成分組成を有し、鋼組織が、平均粒径５．０μｍ
以下のベイニティックフェライト単相からなり、引張強さＴＳが６４０ＭＰａ以上である
高強度熱延鋼板（以下単に「本発明の熱延鋼板」とも記載する）である。なお、本明細書
において、「延性亀裂伝播停止特性に優れた」とは、ＢＳ７４４８：Ｐａｒｔ１　１９９
１の規定に準拠して、試験温度：－１０℃で行ったＣＴＯＤ試験における限界開口変位量
δｃ（ｍｍ）が０．２５ｍｍ以上である場合をいう。また、「低温靱性に優れた」とは、
ＤＷＴＴ試験における８５％ＳＡＴＴ（Ｓｈｅａｒ　ａｒｅａ　ｔｒａｎｓｉｔｉｏｎ　
ｔｅｍｐｅｒａｔｕｒｅ）が－２５℃以下である場合をいう。また、「表面品質に優れた
」とは、深さ１００μｍ以上の表面割れがない場合をいう。また、「高強度」とは、引張
強さＴＳが６４０ＭＰａ以上である場合をいう。
【００２０】
　まず、本発明の熱延鋼板の成分組成について説明する。なお、特に断らないかぎり質量
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％は単に％と記す。
【００２１】
　Ｃ：０．０２～０．０８％、
　Ｃは、鋼の強度を上昇させる作用を有する元素であり、本発明では所望の高強度を確保
するために、０．０２％以上の含有を必要とする。一方、０．０８％を超える過剰な含有
は、パーライト等の第二相の組織分率を増大させ、母材靭性および溶接熱影響部靭性を低
下させる。このため、Ｃは０．０２～０．０８％の範囲に限定した。なお、好ましくは０
．０２～０．０５％である。
【００２２】
　Ｓｉ：０．５％以下
　Ｓｉは、固溶強化、焼入れ性の向上を介して、鋼の強度を増加させるが、同時に靭性を
低下させる作用を有し、また、Ｓｉは電縫溶接時にＳｉの酸化物を形成し、電縫溶接部の
靭性を低下させる。このため、本発明では、Ｓｉはできるだけ低減することが望ましいが
、０．５％までは許容できることから、Ｓｉは０．５％以下に限定した。なお、好ましく
は０．３％以下である。
【００２３】
　Ｍｎ：０．８～２．０％
　Ｍｎは、焼入性を向上させる作用を有し、焼入性向上を介し鋼板の強度を増加させる。
また、Ｍｎは、ＭｎＳを形成しＳを固定することにより、Ｓの粒界偏析を防止してスラブ
（鋼素材）割れを抑制する。このような効果を得るためには、０．８％以上の含有を必要
とする。一方、２．０％を超える含有は、偏析を助長する。この偏析を消失させるには、
１３００℃を超える温度に加熱する必要があり、このような熱処理を工業的規模で実施す
ることは現実的でない。このため、Ｍｎは０．８～２．０％の範囲に限定した。なお、好
ましくは０．９～１．７％である。
【００２４】
　Ｐ：０．０２５％以下
　Ｐは、鋼中に不純物として不可避的に含まれるが、鋼の強度を上昇させる作用を有する
。しかし、０．０２５％を超えて過剰に含有すると溶接性が低下する。このため、Ｐは０
．０２５％以下に限定した。なお、好ましくは０．０１５％以下である。
【００２５】
　Ｓ：０．００５％以下
　Ｓは、Ｐと同様に鋼中に不純物として不可避的に含まれるが、０．００５％を超えて過
剰に含有すると、スラブ割れを生起させるとともに、熱延鋼板においては粗大なＭｎＳを
形成し、延性の低下を生じさせる。このため、Ｓは０．００５％以下に限定した。なお、
好ましくは０．００３％以下である。
【００２６】
　Ａｌ：０．００５～０．１０％
　Ａｌは、脱酸剤として作用する元素であり、このような効果を得るためには、０．００
５％以上含有する。一方、０．１０％を超える含有は、電縫溶接時の、溶接部の清浄性を
著しく損なう。このようなことから、Ａｌは０．００５～０．１０％に限定した。なお、
好ましくは０．０８％以下である。
【００２７】
　Ｎ：０．００５％以下
　Ｎは、鋼中に不可避的に含まれる元素であるが、過剰な含有はスラブ鋳造時の割れを多
発させる。このため、Ｎは０．００５％以下に限定した。なお、好ましくは０．００３％
以下である。
【００２８】
　Ｎｂ：０．０３～０．１０％
　Ｎｂは、オーステナイト粒の粗大化、再結晶を抑制する作用を有する元素であり、仕上
圧延におけるオーステナイト未再結晶温度域圧延を可能にするとともに、炭窒化物として
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微細析出することにより、溶接性を損なうことなく、少ない含有量で熱延鋼板を高強度化
する作用を有する。このような効果を得るためには、０．０３％以上の含有を必要とする
。一方、０．１０％を超える過剰な含有は、熱間仕上圧延中の圧延荷重の増大をもたらし
、熱間圧延が困難となる場合がある。このため、Ｎｂは０．０３～０．１０％の範囲に限
定した。なお、好ましくは０．０３～０．０７％である。
【００２９】
　Ｔｉ：０．００５～０．０５％
　Ｔｉは、窒化物を形成しＮを固定しスラブ（鋼素材）割れを防止する効果を有するとと
もに、炭化物として微細析出することにより、鋼板を高強度化させる。このような効果は
、０．００５％以上の含有で顕著となる。一方、０．０５％を超える含有は析出強化によ
り降伏点が著しく上昇する。このため、Ｔｉは０．００５～０．０５％に限定した。なお
、好ましくは０．００５～０．０３％である。
【００３０】
　Ｃａ：０．０００５～０．００５％
　Ｃａは、粗大な硫化物を球状の硫化物とする硫化物の形態制御に寄与する元素である。
このような効果を得るためには、Ｃａは０．０００５％以上含有させる。一方、Ｃａ：０
．００５％を超える含有は、鋼板の清浄度を低下させる。また、Ｃａの含有量が０．００
０５～０．００５％の範囲外の場合は、ＭｎＳの粗大化やＣａＯの凝集・粗大化により、
表面品質、延性亀裂伝播停止特性や、低温靱性が悪くなる。このため、Ｃａ：０．０００
５～０．００５％の範囲に限定する。
【００３１】
　Ｏ：０．００５％以下
　本発明でＯは不可避的不純物であり含有量の上限を規定する。Ｏは、粗大で靱性に悪影
響を及ぼす介在物生成を抑制するため、０．００５％以下とする。
【００３２】
　上記した成分が基本の成分組成であるが、この基本の成分組成に加えてさらに、Ｃｕ：
０．００５～０．５％、Ｎｉ：０．００５～０．５％、Ｃｒ：０．００５～０．５％、Ｍ
ｏ：０．００５～０．５％およびＶ：０．００５～０．３％から選択される１種または２
種以上を含有する組成としてもよい。
【００３３】
　Ｃｕ、Ｎｉ、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｖはいずれも、焼入れ性を向上させ、鋼板の強度を増加させ
る元素であり、必要に応じて１種または２種以上を選択して含有できる。
【００３４】
　Ｃｕは、焼入れ性を向上させるとともに、固溶強化あるいは析出強化により鋼板の強度
を増加させる作用を有する元素である。このような効果を得るためには、０．００５％以
上含有することが望ましい。一方、０．５％を超える含有は熱間加工性を低下させる。こ
のため、Ｃｕは０．００５～０．５％に限定することが好ましい。
【００３５】
　Ｎｉは、焼入れ性を向上させ、鋼板の強度を増加させるとともに、靭性を向上させる作
用を有する元素である。このような効果を得るためには、０．００５％以上含有すること
が望ましい。一方、０．５％を超えて含有しても効果が飽和し含有量に見合う効果が期待
できなくなり、経済的に不利となる。このため、Ｎｉは０．００５～０．５％に限定する
ことが好ましい。
【００３６】
　Ｃｒは、焼入性を向上させ、鋼板強度を増加させる作用を有する元素である。このよう
な効果は、０．００５％以上の含有で顕著となる。一方、０．５％を超える過剰の含有は
、電縫溶接時に溶接欠陥を多発させる傾向となる。このため、Ｃｒは０．００５％以上０
．５％以下に限定することが好ましい。なお、より好ましくは０．１５～０．３％である
。
【００３７】
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　Ｍｏは、焼入性を向上させるとともに、炭化物を形成して鋼板を高強度化する作用を有
する元素であり、このような効果は０．００５％以上の含有で顕著となる。一方、０．５
％を超える多量の含有は、溶接性を低下させる。このため、Ｍｏは０．００５～０．５％
に限定することが好ましい。なお、より好ましくは０．１～０．３％である。
【００３８】
　Ｖは、焼入性を向上させるとともに、炭窒化物を形成して鋼板を高強度化する作用を有
する元素であり、このような効果は０．００５％以上の含有で顕著となる。一方、０．３
％を超える過剰の含有は、溶接性を劣化させる。このため、Ｖは０．００５～０．３％と
することが好ましい。なお、より好ましくは０．００５～０．１５％である。
【００３９】
　上記した成分以外の残部は、Ｆｅおよび不可避的不純物からなる。
【００４０】
　そして、本発明の熱延鋼板の鋼組織は、平均粒径５．０μｍ以下のベイニティックフェ
ライト単相である。鋼組織を構成するベイニティックフェライトの平均粒径が５．０μｍ
を超えると、表面品質、延性亀裂伝播停止特性や、低温靱性が悪くなるため、本発明にお
いては、鋼組織が、平均粒径５．０μｍ以下のベイニティックフェライト単相である必要
がある。なお、「ベイニティックフェライト単相」とは、ベイニティックフェライトの面
積分率が９５％以上である場合をいい、「平均粒径」は、熱延鋼板の鋼組織全体のベイニ
ティックフェライトの平均粒径である。
【００４１】
　また、本発明の熱延鋼板の引張強さは、６４０ＭＰａ以上であり、好ましくは６７０Ｍ
Ｐａ以上であり、さらには７５０ＭＰａ以上とすることもできる。
【００４２】
　また、本発明の熱延鋼板は、深さ（鋼板表面から板厚方向の大きさ）１００μｍ以上の
表面割れがなく表面品質に優れ、ＣＴＯＤ試験で－１０℃での限界開口変位量δｃが０．
２５ｍｍ以上であり延性亀裂伝播停止特性に優れ、ＤＷＴＴ８５％ＳＡＴＴが－２５℃以
下であり低温靱性に優れる。そして、本発明の熱延鋼板は、試験温度－８０℃でのシャル
ピー衝撃試験の吸収エネルギーｖＥ－８０が１６０Ｊ以上や、破面遷移温度ｖＴｒｓが－
９０℃以下となる低温靭性を具備することもできる。
【００４３】
　本発明の熱延鋼板の板厚は特に限定されず、例えば板厚（ＷＴ）は１２～２６ｍｍであ
るが、厚肉、すなわち板厚が１７．５ｍｍ以上、好ましくは１９．１ｍｍ以上であること
が好ましい。表面割れは表面と板厚中心との温度差が大きい厚肉鋼板で特に生じやすいの
で、本発明の効果は厚肉鋼板ほど顕著となるためである。本発明の熱延鋼板は、ＡＰＩ規
格にしてＸ７０以上の高強度厚肉のものに適用することができる。特にラインパイプ向け
高強度電縫鋼管および高強度スパイラル鋼管の用途に供して好適である。
【００４４】
　次に、上記本発明の熱延鋼板の製造方法について説明する。
【００４５】
　本発明の高強度熱延鋼板の製造方法は、鋼素材に、粗圧延を施しシートバーとする粗圧
延工程と、該シートバーに仕上圧延を施し熱延板とする仕上圧延工程と、該熱延板を冷却
する仕上圧延後冷却工程と、仕上圧延後冷却工程の後に巻き取る巻取工程とをこの順に施
して熱延鋼板とするにあたり、鋼素材を、上記した成分組成を有する鋼素材とし、粗圧延
工程が、鋼素材を加熱した後、粗圧延を施す第一粗圧延工程と、第一粗圧延工程後に、表
面温度で平均冷却速度：５０℃／ｓ以上となる冷却速度でＡｒ３変態点以下の温度に達す
るまで急冷した後、該急冷を停止する粗圧延冷却工程と、粗圧延冷却工程後に、９３０℃
以下の未再結晶オーステナイト域で粗圧延を１パス以上５パス以下施しシートバーとする
第二粗圧延工程とを有し、第二粗圧延工程および仕上圧延工程における９３０℃以下の未
再結晶オーステナイト域での全圧下率（ＣＲ率）が６５％以上であり、仕上圧延後冷却工
程が、熱延板を板厚中心で平均冷却速度：２０℃／ｓ以上となる冷却速度で冷却すること
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を特徴とする。以下、各工程について、詳細に説明する。以下の製造方法の説明において
、温度は特に断らない限り鋼素材、シートバー、熱延板や鋼板等の表面温度とする。該表
面温度は、放射温度計等で測定することができる。また、平均冷却速度は特に断らない限
り（（冷却前の温度－冷却後の温度）／冷却時間）とする。
【００４６】
　上記した成分組成を有する鋼素材の製造方法は特に限定されず、上記した成分組成の溶
鋼を通常の溶製法で溶製し、連続鋳造法、造塊－分塊法等の通常の鋳造方法で鋼素材とす
ることができる。
【００４７】
　まず、上記した成分組成の鋼素材に、粗圧延工程および仕上圧延工程を有する熱間圧延
（熱延）を施す。そして、本発明においては、粗圧延工程は、第一粗圧延工程と、第一粗
圧延工程後に所定の冷却を施す粗圧延冷却工程と、粗圧延冷却工程後に、所定の粗圧延を
施す第二粗圧延工程とを有する。すなわち、本発明においては、粗圧延の途中であって粗
圧延終了５パス前以降に所定の冷却をし、該冷却の後に粗圧延を再び行なう。なお、粗圧
延は、粗圧延機として単独の圧延機を用いこれに複数回通過させることにより複数パスの
圧延を行なうようにしてもよく、粗圧延機として複数の圧延機を直列に並べた圧延機を用
いこれに連続的に通過させることにより複数パスの圧延を行なうようにしてもよく、また
、これらを組み合わせた粗圧延機を用いてもよい。
【００４８】
　第一粗圧延工程では、鋼素材を加熱した後、粗圧延を施す。鋼素材の加熱温度は、特に
限定されないが、１０００～１２５０℃の範囲の温度とすることが好ましい。加熱温度が
１０００℃未満では、変形抵抗が高く、圧延機への負荷が過大となりすぎる。一方、１２
５０℃を超えて高温とすると、結晶粒が粗大化しすぎて熱延板の靭性が低下する。また、
スケールロスが多くなり、歩留が低下する。なお、第一粗圧延工程では、圧下率や粗圧延
終了温度等の圧延条件は特に限定されない。
【００４９】
　第一粗圧延工程後に行う粗圧延冷却工程では、表面温度で平均冷却速度：５０℃／ｓ以
上となる冷却速度でＡｒ３変態点以下の温度に達するまで急冷した後、該急冷を停止する
。表面温度で平均冷却速度：５０℃／ｓ以上となる冷却速度でＡｒ３変態点以下の温度に
達するまで急冷することにより、延性亀裂伝播停止特性および低温靭性の向上に有効な温
度域に被圧延材を冷却して、その後の第二粗圧延工程および仕上圧延工程により、延性亀
裂伝播停止特性および低温靭性を有効に向上させることができる。該急冷をすることによ
り、延性亀裂伝播停止特性および低温靭性を向上させるために有効な温度域に冷却された
板厚方向の領域が拡大でき、９３０℃以下の未再結晶オーステナイト域温度での全圧下率
である有効圧延率を増加させて６５％以上とし、延性亀裂伝播停止特性および低温靭性向
上の程度を大きくすることができる。粗圧延冷却工程の平均冷却速度が５０℃／ｓ未満で
は、延性亀裂伝播停止特性および低温靭性の向上に有効な温度域への冷却時間が多大とな
り、生産性が低下する。粗圧延冷却工程の冷却停止温度がＡｒ３変態点超えの場合には、
延性亀裂伝播停止特性および低温靭性を向上させるために有効な温度域に冷却される板厚
方向の範囲が狭く、延性亀裂伝播停止特性および低温靭性の向上代が少ない。また、粗圧
延冷却工程の冷却停止温度は、表面温度でＡｒ３変態点以下（Ａｒ３変態点－１００℃）
以上とすることが好ましい。粗圧延冷却工程の冷却停止温度がＡｒ３変態点－１００℃未
満では、延性亀裂伝播停止特性および低温靱性の向上が望めないうえ、Ａｃ３変態点以上
の温度に復熱させることが困難となる場合があるためである。
【００５０】
　粗圧延冷却工程において、急冷を停止すると、内部からの熱によって表面温度が上昇し
て自然に所定の粗圧延温度まで復熱する。なお、誘導加熱等の手法により強制的に復熱さ
せても何ら問題ない。
【００５１】
　このような粗圧延冷却工程の後の第二粗圧延工程では、９３０℃以下の未再結晶オース



(10) JP 6624103 B2 2019.12.25

10

20

30

40

50

テナイト域で粗圧延を１パス以上５パス以下施しシートバーとする。本発明においては、
第二粗圧延工程の前に所定の急冷を行なう粗圧延冷却工程を行なっているため、第二粗圧
延工程では、９３０℃以下の未再結晶オーステナイト域で粗圧延を行なうことができる。
第二粗圧延工程で、６パス以上粗圧延を行なうと温度低下量が大きく、鋼板の反りが発生
し、通板性が悪くなる。また、第二粗圧延工程を行なわない、すなわち、従来技術のよう
に粗圧延と仕上圧延との間で冷却工程を行なうと仕上げ圧延時のスケール噛み込みにより
、表面欠陥発生の恐れがある。
【００５２】
　粗圧延工程後、すなわち、第二粗圧延工程後に行う仕上圧延工程では、粗圧延工程で得
られたシートバーに仕上圧延を施して熱延板を得る。例えば、１パス当たりの圧下率が１
５～５０％の複数パスの仕上圧延を施すことが好ましい。１パス当たりの圧下率が１５％
未満では、所望の延性亀裂伝播停止特性および低温靱性が期待できなくなるうえ、反り等
の形状不良が発生する恐れがある。一方、１パス当たりの圧下率が５０％を超えると、圧
延時に割れが発生し、また、圧延機に多大な負荷がかかり、好ましくない。仕上圧延での
１パス当たりの圧下率は、より好ましくは１５～３０％である。１パス当たりの圧下率は
、仕上圧延工程で圧延する各パス毎の圧下率であり、圧下率は、（パス入側の板厚－パス
出側の板厚）／パス入側の板厚で求めることができる。なお、仕上圧延工程では、圧延パ
ス間の時間は１０ｓ以内とすることが望ましい。というのは、仕上圧延は、複数の圧延機
を直列で並べた仕上げ圧延機で連続的に圧延を行うが、圧延機間では被圧延材（シートバ
ー）が高温であるため、圧延パス間の時間が１０ｓを超えると、転位の回復、再結晶、結
晶粒の粗大化等が生じ、延性亀裂伝播停止特性および低温靱性が低下する恐れがあるため
である。
【００５３】
　そして、本発明では、第二粗圧延工程および仕上圧延工程における、９３０℃以下の未
再結晶オーステナイト域での全圧下率は、６５％以上である。延性亀裂伝播停止特性およ
び低温靱性の向上に有効な温度域、すなわち、９３０℃以下の未再結晶オーステナイト域
での全圧下率が６５％未満では、所望の延性亀裂伝播停止特性および低温靭性を達成でき
ない。
【００５４】
　なお、仕上圧延の圧延終了温度は、鋼板靭性、鋼板強度、圧延負荷等の観点から、７２
０～８５０℃とすることが好ましい。仕上圧延の圧延終了温度が８５０℃を超えて高温と
なると、９３０℃以下の未再結晶オーステナイト域での全圧下率を６５％以上とするため
に、１パス当たりの圧下量を大きくする必要があり、圧延荷重の増加を招く。一方、７２
０℃未満と低温となると、圧延中にフェライトが生成し、組織、析出物の粗大化を招き、
低温靭性、強度が低下する。
【００５５】
　粗圧延工程後の仕上圧延後冷却工程では、熱延板を板厚中心で冷却開始から冷却停止ま
での平均冷却速度が２０℃／ｓ以上となる冷却速度で冷却する。２０℃／ｓ未満では平均
粒径５．０μｍ以下の微細なベイニティックフェライト組織が得られない。好ましくは平
均冷却速度：３０℃／ｓ以上、さらに好ましくは平均冷却速度：４０℃／ｓ以上である。
板厚中心の平均冷却速度は、（（冷却開始時の板厚中心の温度－冷却停止時の板厚中心の
温度）／冷却時間）で求められる。板厚中心の温度は、伝熱解析により鋼板断面内の温度
分布を計算し、その結果を実際の外面および内面の温度によって補正することにより求め
る。
【００５６】
　仕上圧延後冷却工程後の巻取工程では、仕上圧延後冷却工程で冷却された熱延板を、コ
イル状に巻取る。巻取り温度は３５０～７００℃とすることが好ましい。巻取り温度が３
５０℃未満では、鋼板各位置での温度ばらつきが大きくなり、材質のばらつきや形状のば
らつきが生じ、さらには、コイラー能力によっては巻き取ることができない場合も生ずる
。一方、巻取り温度が７００℃を超えると、結晶粒が粗大化し、延性亀裂伝播停止特性お
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よび低温靱性が低下する場合がある。このようなことから、巻取り温度は３５０～７００
℃とすることが好ましい。そして、巻取り完了後、コイル中央部で平均冷却速度が５～２
０℃／ｈで室温まで冷却することが好ましい。コイル状に巻き取った後のコイル中央部の
平均冷却速度が５℃／ｈ未満では、結晶粒が粗大化し延性亀裂伝播停止特性および低温靱
性が低下する場合がある。一方、該平均冷却速度が２０℃／ｈを超えると、コイル中央部
と外周、内周部との温度差が大きくなり、材質の不均一を招きやすい。なお、２０℃／ｈ
を超える冷却速度は通常の巻取り設備では不可能で、冷却能力を向上させるための新たな
設備投資が必要となる。コイル中央部の平均冷却速度は、（（冷却開始時のコイル中央部
の温度－冷却停止時のコイル中央部の温度）／冷却時間）で求められる。コイル中央部の
温度は、放射温度計により測温して求める。
【００５７】
　このようにして製造された熱延鋼板は、引張強さＴＳが６４０ＭＰａ以上で、深さ１０
０μｍ以上の表面割れがなく表面品質に優れ、ＣＴＯＤ試験で－１０℃での限界開口変位
量δｃが０．２５ｍｍ以上であり延性亀裂伝播停止特性に優れ、ＤＷＴＴ８５％ＳＡＴＴ
が－２５℃以下であり低温靱性に優れる。
【実施例】
【００５８】
　以下に、実施例を用いて説明するが、実施例はなんら本発明を限定するものではない。
【００５９】
　表１に示す組成を有するスラブ（鋼素材）（肉厚：２５０ｍｍ）に、表２に示す条件で
粗圧延工程、仕上圧延工程、仕上圧延後冷却工程および巻取工程を順に施し、熱延鋼板を
得た。得られた熱延鋼板の板厚は、表２に示す仕上圧延工程で得られた熱延板の板厚と同
じである。熱延鋼板Ｎｏ．１～４、７、９～１１、１３、１５、１６、１８～２０につい
ては、仕上げ圧延工程後の冷却（仕上圧延後冷却工程）に加えて、粗圧延途中で粗圧延終
了５パス前以降に、表２に示す急冷（粗圧延冷却工程）を行ない、粗圧延途中の冷却停止
後、表２に示す温度となるまで復熱させた、すなわち、粗圧延工程として、表２に示す第
一粗圧延工程、粗圧延冷却工程および第二粗圧延工程をこの順に行った。Ａｒ３変態点お
よびＡｃ３変態点を、表２に記載する。Ａｒ３変態点およびＡｃ３変態点は、それぞれ下
記式で求めた。下記式中の元素記号は、鋼中の各成分量を示す（質量％）。
Ａｒ３（℃）＝９１０－３１０Ｃ－８０Ｍｎ－２０Ｃｕ－１５Ｃｒ－５５Ｎｉ－８０Ｍｏ
Ａｃ３（℃）＝９６１．６－３１１．９Ｃ＋４９．５Ｓｉ－３６．４Ｍｎ－５１Ｃｕ－２
９Ｎｉ－８．７Ｃｒ＋１３．５Ｍｏ＋３０８．１Ｎｂ－１４０Ｎｂ＋３１８．９Ｔｉ＋１
２．７Ａｌ＋４３８．１Ｐ－２８１８Ｓ＋６１１．２Ｂ－９６９Ｎ
　得られた熱延鋼板から、圧延方向に平行な断面が観察面となるよう切り出し、該断面を
３％ナイタールで腐食現出し、走査電子顕微鏡で２０００倍に拡大して、板厚１／２ｔ位
置（ｔは鋼板の厚さ（板厚）である。）を観察中心として撮影した。得られた熱延鋼板の
鋼組織は、熱延鋼板Ｎｏ．２０はベイニティックフェライトの面積率が９０％およびパー
ライトの面積率が１０％の混合相であり、その他の比較例および発明例は、ベイニティッ
クフェライトの面積率が９５％以上であるベイニティックフェライト単相であった。また
、ＪＩＳ　Ｇ　０５５１　２０１３　鋼－結晶粒度の顕微鏡試験方法に記載の切断法によ
り、ベイニティックフェライトの平均粒径を求めた結果を表２「平均粒径」欄に示す。
【００６０】
　また、得られた熱延鋼板について、表面品質試験、引張試験、衝撃試験、ＣＴＯＤ試験
、ＤＷＴＴ試験を実施した。得られた結果を表３に示す。試験方法は次のとおりである。
（１）表面品質試験
　得られた熱延鋼板について、鋼板の全域にわたり表面を目視で観察し、割れの有無を調
査し、表面品質を評価した。１００μｍ以上の割れ等の表面欠陥が観察された場合を×、
観察されなかった場合を○として評価した。
（２）引張試験
　得られた熱延鋼板から、圧延方向に直交する方向（Ｃ方向）が長手方向（引張方向）と
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なるように採取した全厚の矩形試験片を用い、ＪＩＳ　Ｚ　２２４１の規定に準拠して、
引張試験を実施し、引張強さＴＳを求めた。
（３）衝撃試験
　得られた熱延鋼板の板厚中央部から、圧延方向に直交する方向（Ｃ方向）が長手方向と
なるようにＶノッチ試験片を採取し、ＪＩＳ　Ｚ　２２４２の規定に準拠してシャルピー
衝撃試験を実施し、破面遷移温度ｖＴｒｓ、および、試験温度：－８０℃での吸収エネル
ギーｖＥ－８０（Ｊ）を求めた。板厚中央部は、板厚をｔとしたときの、板厚１／２ｔ位
置である。なお、試験片は３本とし、得られた破面遷移温度ｖＴｒｓ（℃）の算術平均お
よび吸収エネルギー値の算術平均をそれぞれ求め、その鋼板の破面遷移温度ｖＴｒｓ（℃
）および吸収エネルギー値ｖＥ－８０（Ｊ）とした。
（４）ＣＴＯＤ試験
　得られた熱延鋼板から、圧延方向に直交する方向（Ｃ方向）が長手方向となるようにＣ
ＴＯＤ試験片を採取し、ＢＳ　７４４８：Ｐａｒｔ１　１９９１の規定に準拠して、試験
温度：－１０℃でＣＴＯＤ試験を行い、－１０℃での限界開口変位量δｃ（ｍｍ）を求め
た。
（５）ＤＷＴＴ試験
　得られた熱延鋼板から、圧延方向に直交する方向（Ｃ方向）が長手方向となるようにＤ
ＷＴＴ試験片を採取し、ＡＳＴＭ　Ｅ４３６の規定に準拠して、ＤＷＴＴ試験を実施し、
８５％ＳＡＴＴ温度（℃）（：延性破面率が８５％となる最低温度）を求めた。
【００６１】
　本発明例である熱延鋼板Ｎｏ．７、９、１０、１３、１５、１６、１９はいずれも、引
張強さが６４０ＭＰａ以上で、表面割れの発生等の表面欠陥もなく、表面品質に優れ、か
つＤＷＴＴ試験の８５％ＳＡＴＴが－２５℃以下と低温靭性に優れ、－１０℃におけるδ
ｃが０．２５ｍｍ以上と延性亀裂伝播停止特性に優れた高強度熱延鋼板となっていた。一
方、本発明を外れる比較例は、表面割れが発生していたか、靭性が低下し延性亀裂伝播停
止特性が低下していたか、あるいは表面割れが発生し、低温靭性が低下し延性亀裂伝播停
止特性が低下していた。
【００６２】
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